
―　 ―13

第63巻第 5号「厚生の指標」2016年 5 月

目的　現在，わが国の最重要課題の 1つである少子化の原因を探るため，生活環境や社会経済的要
因との定量的な関係を数理統計モデルに基づいて検討する実証研究を試みた。

方法　47都道府県別の合計特殊出生率のデータを目的変数とし，人口，住居，経済，医療，福祉，
教育，生活分野の68種の指標を説明変数として用い，非線形回帰分析手法の 1つであるサポー
トベクターマシン（SVM）により解析した。さらに，それらの候補説明変数の中から感度分
析法により決定要因を探索した。

結果　都道府県別の出生率について13種の指標のみを用いて，平均二乗誤差（RMSE）0.042，回
帰決定係数（自由度調整済）0.875という高い精度で再現するモデルを構築できた。13種の決
定要因の中では，婚姻率，男性失業率，女性管理職等の既検証要因が出生率に大きな影響を与
えることを確認した。既検証の要因の他に，女性の喫煙率，デキ婚率，病床数等の決定要因も
出生率に大きな影響を与えることを新たに見いだした。

結論　出生率に対する多くの決定要因について先行研究とは異なる結果が得られたが，この原因は，
先行研究では限定的な少数の説明変数の中から決定要因を探索しているためであると推測される。

キーワード　少子化，合計特殊出生率，都道府県格差，決定要因分析，サポートベクターマシン

Ⅰ　緒　　　言

　少子化問題は高齢化や人口減少などと関連し，
昨今のわが国の最重要課題の 1つとなっている。
日本創成会議が2014年 5 月に公表した，「2040
年には全国の50％に当たる896市町村が消滅す
る」という試算結果1）は国内に大きな衝撃を与
えた。この試算は，国立社会保障・人口問題研
究所の将来推計人口データを用い，2040年にお
ける若年女性の人口推計に基づいている。日本
の合計特殊出生率（以下，出生率）は第 1次ベ
ビーブーム期の1947年の4.54から減少し続け，
1989年には最低の1.57を記録したため「1.57
ショック」と呼ばれ，社会的関心が一段と高
まった。その後も出生率は徐々に低下し続け，

2005年には1.26と過去最低を記録した。2006年
から2013年までは出生率は連続して上昇（ただ
し微増）し，2014年には 9年ぶりに減少してい
るが，出生数は減少傾向のままである。政府は
このような出生率低下に対して1994年の「エン
ゼルプラン」以来，2010年の「子ども・子育て
ビジョン」まで数多くの施策を講じてきたが，
出生数の低下にいまだ歯止めはかかっていない。
　出生率の低下を抑えるためには，その原因を
明らかにし，有効な対策を講ずることが必要で
ある。出生率低下は先進国共通の問題であるが，
日本は欧米先進諸国と異なり，嫡出子率が高く，
福祉制度が不十分である点に違いがある。日本
における少子化の直接的原因としては非婚率，
晩婚率，少産率，晩産率の高さがあるといわれ
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るが，背景的要因として，女性の高学歴化と就
業率の上昇，低収入と核家族化による養育費の
負担，保育施設や児童手当の不備等，多数の要
因が挙げられている2）-7）。しかも，これら多数
の要因が相互に絡み合い，複雑な因果関係を形
成している8）-11）。そのため，個々の要因と出生
率との単純な相関を調べるだけでは，根本的な
原因を明らかにし，その相対的な影響度を知る
ことは難しい。
　出生率に重要な影響を与える要因，すなわち
決定要因を解明するために，出生率データを目
的変数，いくつかの指標を説明変数とし，重回
帰分析を用いて解析する実証的研究が行われて
きた5）7）12）-15）。その代表的な方法として，多数の
個人に関するデータを解析する個票データ解析，
数年間の出生率の変化を解析する時系列データ
解析，都道府県別の出生率を解析するクロスセ
クションデータ解析の 3手法があり，それらを
組み合わせた手法もある。それぞれの手法につ
いて多くの先行研究が行われているが，手法に
より結果が異なる。出生率の決定要因を解明し，
少子化対策の指針を得るためには，個人データ，
時系列データ，都道府県別データの総合的な解
析を行うことが必要である。本稿ではまず手始
めとして，これらの方法の内で最もシンプルな
都道府県別の出生率を解析した。
　都道府県別の出生率データを目的変数として
重回帰分析を行った先行研究にはいくつかの問
題点がある。まず，いずれも限定的な少数の説
明変数を用いているため，回帰モデルの決定係
数が低く，都道府県間の出生率差を十分な精度
で再現できていない。また，論文によって説明
変数の種類と数が異なるため，得られた決定要
因が全く異なっており，これらの結果の信頼性
に疑問がある。したがって，信頼性が高い決定
要因を見いだすためには，できるだけ数多くの
説明変数を用いて解析を行い，それらの中から
決定要因を探索することが必要であるが，これ
までこのような大規模な解析を行った先行研究
は見当たらない。
　先行研究における決定係数の低い一因には，
線形回帰分析（OLS）の適用もあると考えられ

る。なぜなら，各種の指標と出生率との関係は
一般に線形ではなく，複雑な相関関係を示す指
標が多いからである。このような複雑な事象に
対する 1つの対処策に非線形回帰分析手法の適
用が考えられ，その内，サポートベクターマシ
ン（SVM）16）-18）が近年，注目されている。SVM
は説明変数の数値に対してカーネルと呼ぶ非線
形関数を用いて学習パターンを別の空間（超平
面）に写像し，その空間で線形回帰を行う。そ
れにより，説明変数の元の数値での非線形回帰
が可能になり，目的変数と説明変数の間の任意
の関係に対して高精度の回帰結果が得られる。
また，飛躍的な高速処理が可能なことや，最適
解が一義的に求まり，局所解の問題がないと
いった利点がある。そのため，現時点では最も
有効なデータ解析手法とされているが，SVM
を出生率の決定要因解析に適用した研究は見当
たらない。
　そこで，出生率の決定要因として信頼性の高
い結果の獲得，これまで見いだされていなかっ
た新たな決定要因の発見，得られた決定要因の
相対的影響度の解明を目的として，都道府県別
の出生率のデータを目的変数とし，人口，住居，
経済，労働，医療，福祉，教育，生活の分野の
多数の指標を説明変数として用い，SVMによ
り一括解析する大規模実証分析を試みた。本稿
の独自性は，出生率に影響すると考えられる多
数の説明変数を一括解析したことおよびSVM
を用いて決定要因を探索し，それらの出生率に
対する相対的影響度を明らかにした点である。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　出生率および各種指標のデータ
　目的変数には，2012年人口動態調査の都道府
県別合計特殊出生率を用いた。表 1に示すよう
に，最上位の沖縄県と最下位の東京都では大き
な差がある。また，上位には九州地方を中心と
する西日本が大半を占め，下位には東京都や京
都府，神奈川県，大阪府等の大都市圏および北
海道，宮城県など東日本が多い。このことから，
出生率には緯度あるいは気温等の地理的要因と
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人口密度等の社会的要因が関係している可能性
が示唆される。
　説明変数については，先行研究で用いられた
ものはできるだけ採用し，さらに新規決定要因
を見いだすために，人口，住居，経済，労働，
医療，福祉，教育，生活の分野の多数の指標の
中から，出生率に影響すると考えられる指標を
選定し，表 2に示す総計68種の指標を採用した。
先行研究では「沖縄ダミー変数」を導入してい
るが，このダミー変数はあくまで例外を扱うた
めのものであり，本稿では全都道府県の出生率
を共通に再現する決定要因を探索するため採用
しなかった。これらの68指標の記述統計量およ
び相互相関係数は紙面の関係から割愛したが，
分布の偏りがあるものについては対数等を用い
て変換し，全指標は最小値と最大値が 0と 1に
なるよう正規化して解析に用いた。
　先行研究で用いられているOLSでは，一度に

表 1　都道府県別合計特殊出生率（2012年）
出生率 出生率

沖 縄 県 1.90 山 形 県 1.44
島 根 県 1.68 徳 島 県 1.44
宮 崎 県 1.67 高 知 県 1.43
鹿 児 島 県 1.64 山 梨 県 1.43
長 崎 県 1.63 新 潟 県 1.43
熊 本 県 1.62 栃 木 県 1.43
佐 賀 県 1.61 福 岡 県 1.43
福 井 県 1.60 富 山 県 1.42
鳥 取 県 1.57 茨 城 県 1.41
香 川 県 1.56 福 島 県 1.41
広 島 県 1.54 兵 庫 県 1.40
滋 賀 県 1.53 群 馬 県 1.39
大 分 県 1.53 秋 田 県 1.37
和 歌 山 県 1.53 青 森 県 1.36
愛 媛 県 1.52 奈 良 県 1.32
山 口 県 1.52 千 葉 県 1.31
静 岡 県 1.52 大 阪 府 1.31
長 野 県 1.51 宮 城 県 1.30
岡 山 県 1.47 神 奈 川 県 1.30
三 重 県 1.47 埼 玉 県 1.29
石 川 県 1.47 北 海 道 1.26
愛 知 県 1.46 京 都 府 1.23
岐 阜 県 1.45 東 京 都 1.09
岩 手 県 1.44

表 2　使用した説明変数

分野 指標 定義と単位1） データ
源 分野 指標 定義と単位1） データ

源

人口 世帯人員 一般世帯人員数（人） 19) 労働 30女性就業 30歳代女性の就業率（％） 20)
人口 高齢同居 65歳以上の世帯員の同居世帯の比率（％） 19) 労働 共働き 夫も妻も就業者である夫婦世帯の割合（%） 20)
人口 20男性未婚 20歳代男性の未婚率（％） 20) 労働 女性管理職 管理職に占める女性の割合（％） 20)
人口 20女性未婚 20歳代女性の未婚率（％） 20) 労働 非正規労働 人口100人当たりの非正規労働者数（人） 28)
人口 30男性未婚 30歳代男性の未婚率（％） 20) 労働 男性失業率 男性の完全失業率（％） 19)
人口 30女性未婚 30歳代女性の未婚率（％） 20) 労働 女性失業率 女性の完全失業率（％） 19)
人口 婚姻率 人口千人当たりの婚姻率 19) 医療 病院数 10万人当たりの一般病院数（施設） 19)
人口 男性初婚年齢 平均初婚年齢（初婚の夫）（歳） 19) 医療 病床数 10万人当たりの一般病院病床数（床） 19)
人口 女性初婚年齢 平均初婚年齢（初婚の妻）（歳） 19) 医療 産科医師数 女性10万人当たりの産科・産婦人科医師数（人） 29)
人口 デキ婚率 結婚期間が妊娠期間より短い出生率（％） 21) 医療 助産師数 人口10万人当たりの助産師数（人） 29)
人口 夫出産年齢 第 1子出生時の夫の年齢（歳） 22) 医療 妊婦健診 妊婦健診公費負担額（万円） 29)
人口 妻出産年齢 第 1子出生時の妻の年齢（歳） 22) 医療 妊婦指導 出産数100当たりの妊産婦保健指導数（人） 19)
人口 離婚率 人口千人当たりの離婚率 19) 医療 出産費用 正常分娩の平均費用（万円） 29)
住居 緯度 都道府県庁所在地の緯度（度） 23) 医療 医療費 世帯当たりの年間保健医療サービス代（円） 30)
住居 気温 平均気温（1981年から2010年の平年値） 24) 福祉 児童福祉費 都道府県財政における児童福祉費の割合（％） 19)
住居 一戸建て 一戸建て住宅比率（％） 19) 福祉 育休 妻の育児休業等制度の利用率（％） 28)
住居 敷地 1住宅当たりの敷地面積（m2） 19) 福祉 保育所費用 世帯当たりの保育所費用年間支出金額（円） 30)
住居 部屋数 1世帯当たりの住居室数（室） 19) 福祉 保育所数 0～ 5歳人口10万人当たりの保育所数（所） 19)
住居 月家賃 1カ月当たりの家賃（万円） 25) 福祉 保育所利用 保育所利用率（％） 19)
住居 宅地ローン 住宅・土地ローンの現在高（万円） 19) 福祉 待機児童 0～ 5歳人口当たりの保育所入所待機児童数（％） 29)
住居 地価 住宅地の平均価格（円／m2） 19) 教育 家計教育費 家計支出における教育費の割合（％） 19)
住居 犯罪率 人口千人当たりの刑法犯認知件数（件） 26) 教育 幼稚園費 児童1人当たり幼稚園にかかる費用（万円） 19)
経済 年収 平均年収（給与と賞与の合計）（万円） 27) 教育 塾予備校 2人以上の世帯当たりの学習塾・予備校費用（円） 30)
経済 男性給与 男性の所定内給与額（千円） 19) 教育 仕送り 2人以上の世帯の仕送り額（万円） 30)
経済 女性給与 女性の所定内給与額（千円） 19) 教育 男性大学進学 男子高校生の大学進学率（％） 19)
経済 男性パート給与 男性パートタイムの給与（円） 19) 教育 女性大学進学 女子高校生の大学進学率（％） 19)
経済 女性パート給与 女性パートタイムの給与（円） 19) 生活 男性労働時間 男性の月間平均実労働時間数（時間） 19)
経済 預貯金 1人当たりの個人預貯金残高（万円） 19) 生活 女性労働時間 女性の月間平均実労働時間数（時間） 19)
経済 消費支出 1世帯当たり 1カ月間の消費支出（万円） 19) 生活 通勤時間 有業者の往復通勤時間の平均（分） 31)
労働 男性労働力 男性の労働力人口比率（％） 19) 生活 夫育児時間 夫の育児の平均時間（時間） 19)
労働 女性労働力 女性の労働力人口比率（％） 19) 生活 妻育児時間 妻の育児の平均時間（時間） 19)
労働 20男性就業 20歳代男性の就業率（％） 20) 生活 夫育児参加 夫の育児参加率（％） 31)
労働 30男性就業 30歳代男性の就業率（％） 20) 生活 男性喫煙率 男性の喫煙率（％） 32)
労働 20女性就業 20歳代女性の就業率（％） 20) 生活 女性喫煙率 女性の喫煙率（％） 32)

注　1）　各指標の詳細な定義についてはホームページを参照。
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データ数を超える数の説明変数を用いることが
できない。また，出生率と説明変数との間の非
線形性を考慮するために，一部の説明変数につ
いて 2乗項を説明変数に加えた先行研究があ
る12）13）33）34）が，この操作を行った説明変数は限
定的である。また，説明変数間の交互作用が予
想される場合に，一部の説明変数について交互
項を取り入れた先行研究がある35）-37）が，交互項
を考慮した変数は限定的である。さらに，説明
変数の間に相関の高い説明変数の組がある場合，
OLSでは多重共線性問題が発生し，回帰分析が
不安定になる。これに対して，SVMでは，デー
タ数を超える数の説明変数を用いる場合，目的
変数と説明変数の間に非線形関係が想定される
場合，説明変数間の交互作用が想定される場合，
説明変数間に高い相関がある場合のいずれでも
解析可能である38）。

（ 2）　サポートベクターマシンによる解析
　SVMのソフトウエアはLIBSVM Ver. 3.1139）

の回帰機能（SVR）を，カーネル関数はRBF
（動径基底関数）を用いた。多数の説明変数の
中から決定要因を探索するためにはSVMモデ
ルと説明変数の最適化を行う必要がある。前者
については，LIBSVMのSVRの 3種のパラメー
タ，g（RBFカーネルのgamma），c（cost），
p（loss functionのε）の最適化を交差検証法
により行った（SVMの原理や記号の意味につ
いては文献38）39）を参照）。後者に関しては，
回帰分析では一般に，説明変数の中に有効でな
いものがあると過学習状態に陥り，学習データ
に対する誤差は減少するが，予測データについ
ての誤差は増大するため，必要最小限の説明変
数を抽出する変数選択が必要である。本稿では，
多数の説明変数の中から決定要因を探索するた
めに，迅速な変数選択法として感度分析法を採
用した。この感度分析法は，目的変数に対する
各説明変数の感度を計算し，感度の低い変数を
順次削除しながらSVMモデルを最適化し，出
生率の予測値と実測値の平均二乗誤差が最小と
なる組み合わせを探索する方法である40）-45）。
　そこで，交差検証法と感度分析法を組み合わ

せた以下の手順により決定要因の探索を行った。
① 都道府県の 1つを予測セット，その他をまと
めて学習セットとする。
② 学習セットのデータを用いてSVRパラメータ
g，c，pをグリッドサーチして最適条件を探
し，この最適モデルに予測セットのデータを
入力して出生率の予測値を求める。
③ 次の県以下を予測セットとして以上の操作を
繰り返し，全都道府県について出生率の予測
値と実測値との平均二乗誤差（RMSE）を求
める。
④ 各説明変数の感度を求めるために，当該変数
は実際の数値に設定し，その他の変数は全
データの平均値に設定したデータセットを作
成し，そのデータを最適モデルに入力し，出
力値を求める。
⑤ 当該変数の実測値を説明変数，出力値を目的
変数とする単回帰分析を行い，回帰直線の傾
きをその変数の感度とする。
⑥ 全説明変数の中で感度の絶対値の最も小さい
変数を取り除き，②～⑤の操作を繰り返す。
⑦ 説明変数とパラメータg，c，pの組み合わせ
の中で，全データについてのRMSEが最小に
なる説明変数の組み合わせを出生率の決定要
因とする。

Ⅲ　結　　　果

　以上の方法により，68種の説明変数の中から
決定要因を探索した結果，13種の説明変数を用
いた場合に予測値と実測値との平均誤差
（RMSE）が最小となった。そのときの出生率
の予測値と実測値とのRMSEは0.042，回帰決
定係数（自由度調整済，AR2）は0.875であり，
先行研究のAR2の最大値0.7774）より高い。
　次に，得られた出生率の決定要因の影響度に
ついて考察するために，決定要因 i の感度Siか
ら式

 ⑴

により出生率に対する寄与率Ciを計算した。決

Ci（％）＝　　 ×100
Si2

Si2
13

i＝1
∑
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定要因の内訳とその感度，出生率への寄与率，
出生率との相関係数を表 3に示す。太字で示し
た決定要因は先行研究では未検証のものである。

Ⅳ　考　　　察

　先行論文では，データ全体をOLSモデルに当
てはめた際の合致度から決定係数を求めている
ことが多いが，本稿では交差検証法により予測
性能をより厳しく評価しているため，同じデー
タを用いても本稿の決定係数は先行論文の方法
より低くなる。この点を考慮すると，本稿の
SVMモデルで47都道府県の出生率の実測値が
先行研究よりはるかに高い精度で再現できたと
いえる。また，決定要因を含む全説明変数につ
いて，出生率との相関係数と感度との関係を調
べると，相関係数がかなり低いにもかかわらず，
感度が高いものがあることが分かる。
　以上の結果から，先行研究では，出生率との
相関係数に基づいて各種要因の影響度を個別的
に分析している論文が多いが，このような議論
の結果には疑問がある。また，出生率との相関
係数に基づいて説明変数を選定している論文が
多いが，この方法では出生率に大きく寄与して
いる要因を見逃す可能性がある。また，限定的
な少数の説明変数の中から決定要因を探索して
いる論文が多く，変数の最適化を行っていない
論文もある。さらに，目的変数と説明変数との
相関を線形と仮定してOLSで解析しているが，
この手法では予測精度のよいモデルを得ること
が難しく，得られた決定要因の信頼性には疑問
がある。それに対して本稿では，目的変数と説
明変数との間の非線形性や，説明変数間の共線
性や交互作用が十分に対処可能なSVMを用い，
先行研究よりはるかに多い68種もの説明変数の
中から感度分析法により決定要因を探索したこ
とで，予測精度のよいモデルが得られ，出生率
の決定要因に関して信頼性の高い結果を得るこ
とができたといえる。
　以下，いくつかの重要な要因について表 3の
結果に基づいて考察する。

（ 1）　婚姻率，デキ婚率，初婚年齢
　結婚関連要因が出生率に直接的に大きな影響
を与えることはいうまでもないが，婚姻率（既
婚率と異なり，年間の人口当たりの婚姻の受理
件数）が決定要因の第 1位となり，出生率への
寄与率が21％ときわめて高くなったことが注目
される。出生率との相関がきわめて低い（相関
係数－0.123）ため，先行研究の内では 2報46）47）

しか取り上げていない。しかし，両論文とも婚
姻率が出生率に非常に大きな影響を与えるとし
ている点は本稿の結果と一致する。
　決定要因第 3位のデキ婚（正式には「妊娠先
行型結婚」と呼ぶ）率は出生率との相関はかな
り高い（相関係数0.588）にもかかわらず，検
証した先行研究は見当たらない。しかし，これ
ら婚姻率とデキ婚率の出生率への寄与率の合計
が30％を超える点は注目される。このことは，
婚外子がきわめて少ない日本の少子化対策には，
婚姻率とデキ婚率の向上が有効であることを示
唆する。デキ婚を推進する施策にはわが国の伝
統的な倫理観から異論があると思われるが，内
閣府経済社会研究所の調査48）によれば，デキ婚
の経験者は理想の子どもの数が多く，また実際
の子どもの数も多いとされる。本稿の結果はこ
の調査結果を出生率について実証している。
　その他，多数の結婚関連指標を検証したが，
いずれも決定要因にならなかった。初婚年齢は

表 3　 決定要因13種の感度，出生率への寄与率（%），
出生率との相関係数

決定要因 感度 出生率への
寄与率（％）

出生率との
相関係数

1 婚姻率  0.416 21.3 -0.123 
2 女性喫煙率 -0.366 16.5 -0.686 
3 デキ婚率  0.291 10.4  0.588 
4 男性失業率 -0.289 10.3  0.192 
5 病床数  0.242  7.2  0.353 
6 女性管理職 -0.218  5.8 -0.005 
7 犯罪率 -0.214  5.6 -0.458 
8 気温  0.210  5.4  0.495 
9 非正規労働 -0.206  5.2 -0.351 
10 30女性就業 -0.188  4.4  0.363 
11 児童福祉費  0.149  2.7  0.298 
12 消費支出 -0.147  2.7 -0.405 
13 妻育児時間  0.144  2.5 -0.054 

注　太字：先行研究で未検証のもの。
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男女とも出生率との相関がきわめて高く，男性
の初婚年齢の相関係数－0.719は68種の説明変
数の中で絶対値が最大であり，女性の相関係数
－0.658もかなり高い。そのため，多くの先行
研究で決定要因としている3）4）34）46）49）。しかし，
本稿の結果では初婚年齢の感度は男性が29位，
女性が65位と低く，ともに決定要因に入らな
かった。この違いは，先行研究では取り上げた
説明変数が限定的であるためと考えられる。

（ 2）　女性の喫煙率・管理職・就業率
　次に，決定要因第 2位の女性喫煙率が注目さ
れる。出生率との相関係数は－0.686とかなり
高いが，女性喫煙率を検証した先行研究は見当
たらない。そこで，出生率と女性喫煙率の関係
について次のような 1つの仮説を構築してみた。
女性の喫煙率の高い地域は，第 1位の北海道，
第 4位の青森県，第 6位の宮城県以外は，東京
都（第 2位），神奈川県（第 3位），埼玉県（第
5位），千葉県（第 7位），大阪府（第 8位），
愛知県（第 9位），京都府（第10位）と大都市
圏が続く。そこで，これら大都市圏では女性の
就業率が高く，就業中のストレス等のために喫
煙率が高いが，ニコチン等による異常出産のリ
スクをおそれて，出生率が低下するという仮説
である。本稿の解析の結果，女性喫煙率が決定
要因となり，感度の符号が負になったことから，
この仮説が支持されたといえよう。また，女性
管理職が 6位，30歳代女性就業率が10位で決定
要因となり，それらの感度が負であることもこ
の仮説を支持しよう。しかし，女性管理職は出
生率との相関が非常に低い（相関係数－0.005）
ため，先行研究で検証している論文は 1報50）の
みで，決定要因とはならなかったとしており，
本稿の結果とは一致しない。
　女性の就業率に関しては，2006年，内閣府男
女共同参画会議が「少子化と男女共同参画に関
する社会環境の国内分析報告書」51）の中で，日
本の都道府県別の有業率と出生率のグラフから，
女性の有業率の高い地域ほど出生率が高いとい
う正の相関が認められると発表し，その解釈を
めぐって社会保障政策の議論にまで発展した。

本稿のデータでも30歳代女性就業率と出生率と
の相関は図 1のようになり，相関係数が0.363
で，正相関が有意と認められる。しかし，出生
率には就業率以外に多数の要因が寄与している
ため，単に就業率と出生率との相関関係のみか
ら，就業率が高いほど出生率も高いと結論づけ
ることは早計であろう。本稿では出生率に対す
る就業率の正味の影響度を知るために感度を計
算した。その結果，30歳代女性就業率の感度が
負で決定要因になったことから，30歳代女性就
業率が高いほど出生率は低くなるという結論が
導かれる。先行研究で女性就業率を含む複数の
説明変数を用いて重回帰分析を行った論文は 3
報50）52）53）あるが，いずれも女性就業率は決定要
因にならなかったとしており，本稿の結果とは
一致しない。
　以上の女性喫煙率，女性管理職，30歳代女性
就業率の寄与率を合計すると27％にもなり，そ
れらの感度の符号がいずれも負であることから，
キャリアウーマンが多い地域ほど出生率が低い
傾向があると考えることができる。したがって，
少子化対策としてはキャリアウーマンでも出産
できるような対策が有効といえる。
　一方，女性の労働力率は感度が－0.062とき
わめて低く，決定要因にならなかった。出生率
との相関はかなり高い（相関係数0.392）が，
女性の労働力率について検証した先行研究は 2
報36）54）しかない。しかも，前者は労働力率が決
定要因になるとし，後者は決定要因にならない
とし，結果が分かれている。以上の結果での本
稿と先行研究の違いも先行研究の説明変数が限
定的であるためと考えられる。

図 1　出生率と30歳代女性就業率との散布図
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（ 3）　失業率，非正規労働
　次に，決定要因第 4位の男性の失業率の感度
の高さが注目される。一般に失業率が高い地域
ほど収入が少なく，出生率は低いと考えられる。
男性の失業率の感度は－0.289と負になり， 4
位で決定要因になったが，女性の失業率は感度
が－0.067と低く，決定要因にならなかった。
この男女の違いは，女性の場合は上記の就業率
（30歳代という限定はあるが）が決定要因に
なったが，男性の場合は就業率が決定要因にな
らなかったことが考えられる。男性の失業率は
出生率との相関が低い（相関係数0.192）ため，
失業率を検証した先行研究は 1報46）のみである
が，決定要因になったという結果は本稿と一致
する。
　非正規労働も第 9位で決定要因となり，その
符号が負であることから，非正規労働が高いほ
ど出生率は低いという結果が得られたことは注
目される。出生率との相関が低いため，検証し
ている先行研究は 1報46）のみであるが，パート
比率が決定要因になったとし，本稿の結果と一
致する。一方，本稿では男女のパート給与も検
証し，どちらも決定要因にならなかったが，先
行研究34）では女性のパート給与が決定要因に
なったとし，本稿の結果とは一致しない。
　以上の男性失業率と非正規労働の 2要因の出
生率への寄与がかなり高いことから，少子化対
策としてはこのような失業・非正規労働者対策
も有効であるといえる。

（ 4）　病床数，児童福祉費，保育所，育児時間
　医療資源や育児資源が出生率に大きな影響を
与えることはいうまでもないが，医療関連指標
を説明変数に用いて解析した先行研究は少ない。
本稿では多数の医療関連指標を検証したが，病
床数のみが感度順位 5位で決定要因となった。
病床数は出生率との相関がかなり低いため，先
行研究では検証されていない。病院数が出生率
の決定要因になったとする論文47）では，病床数
を説明変数に用いた解析は行っていない。
　育児資源についても多数の指標を検証したが，
児童福祉費のみが感度順位11位で決定要因と

なった。児童福祉費も相関が低いため，先行研
究で検証しているのは 1報53）のみで，児童福祉
費の中の保育所運営費が出生率に大きな影響を
与えているとしており，本稿の結果と一致する。
　保育所関係の指標としては保育所費用，保育
所数，保育所利用，待機児童の 4種を取り上げ
たが，いずれも感度が低く，決定要因に入らな
かった。特に，出生率低下の原因として世間で
は待機児童がよく問題になるが，待機児童の感
度は説明変数68種中の64位ときわめて低い。し
かし，保育所関連指標の感度が低い原因は説明
困難である。 1つの解釈としては，これらの指
標では沖縄県のみが他都道府県の全般的傾向か
ら大きくはずれた位置にあるために，都道府県
間の出生率差を説明する変数としては有効性が
低く，感度が低く計算されたと考えられるが，
決定的とはいえない。保育所関係の指標を検証
している先行研究は多いが，決定要因とする論
文が 5報4）47）49）54）55），決定要因にしない論文が 5
報34）50）52）53）56）であり，結果が一致していない。こ
の先行研究間および先行研究と本稿との違いも，
先行研究における説明変数の少なさのためと思
われる。
　妻の育児時間は感度順位13位で決定要因に
なったが，相関係数が－0.054ときわめて低い
ため，検証した先行研究はない。夫の育児参加
の尺度として，夫の育児時間を検証した研究は
1報50）あるが，決定要因とはならなかったとし
ている。
　また，女性の高学歴化が出生率低下の原因に
なるという仮説から，教育関連の 6指標を検証
したが，家計教育費の感度70位をはじめ，いず
れも感度が低く，決定要因にならなかった。教
育関連指標は先行研究では多く検証され，教育
費については 3報4）56）57），高学歴についても 3
報3）47）58）が決定要因になったとしており，本稿
とは一致しない。

　以上を総括すると，出生率に対する多くの決
定要因の種類や影響の方向について，本稿と先
行研究でかなり異なる結果が得られた。さらに，
本稿ではこれまで未検証であった女性の喫煙率，
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デキ婚率等の新たな決定要因が出生率に大きな
影響を与えることが明らかとなり，日本の少子
化問題について新たな視点からの解明が期待さ
れる。
　本稿の今後の課題としては，以下の 2点があ
げられる。第 1は，多様なデータを解析するこ
とによる結果の信頼性の検証がある。本稿では，
女性喫煙率，女性就業率，犯罪率等の決定要因
の出生率への影響度がきわめて高いこと，一方，
待機児童率等の保育所関連指標はいずれも決定
要因にならなかったこと，さらに女性就業率に
ついては出生率へ負の影響があること等，これ
まで見いだされていなかった新たな知見が得ら
れた。しかし，本稿で求まった決定要因は，都
道府県間の出生率の差を説明するものであって，
すべてが個人の多産化に有用な知見ばかりでは
ない。日本の少子化政策により直接的に反映で
きる結果を得るためには，時系列データや個人
単位のミクロな各種データを利用した総合的な
解析が不可欠である。著者らは出生率の決定要
因解明に関して，今後，精密かつ多様な各種
データを用いたより規模の大きい解析を計画し
ている。
　第 2の課題は，本稿で得られた13種の決定要
因に関する理論的解釈である。前記のように，
出生率には多数の要因が相互に関連しあって複
雑な階層構造を形成すると考えられている。こ
の問題に対するアプローチとして，共分散構造
分析手法を用いた因果構造モデルの解析59）があ
り，出生率に関しても先行研究がある58）60）。し
かし，現状の共分散構造解析は単純な線形モデ
ルに限られているため，高精度の回帰分析には
適していない。今後，SVM等の非線形モデルや，
間接因子や交互因子を含めた高度な構造化モデ
ル手法の導入が待たれる。このような因果構造
を考慮した出生率の決定要因の分析は本稿の結
果の展開として重要なテーマであり，今後の課
題として検討していきたい。
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